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こ
と
し
１
月
１
日
、
石
川
県
能
登
地

方
を
震
源
と
す
る
最
大
震
度
７
の
地
震

に
よ
り
、
広
範
囲
で
甚
大
な
被
害
が
生

じ
ま
し
た
。
現
在
も
、
多
く
の
人
が
厳

し
い
避
難
生
活
を
余
儀
な
く
さ
れ
、
事

業
を
再
開
で
き
ず
に
い
る
事
業
者
は
少

な
く
あ
り
ま
せ
ん
。

　

今
回
の
地
震
の
経
験
か
ら
、
企
業
と

し
て
、
改
め
て
平
時
か
ら
災
害
な
ど
に

よ
る
事
業
中
断
に
備
え
、
経
営
的
な
取

組
み
と
し
て
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ
（
事
業
継
続
計

画
）
の
策
定
、
教
育
・
訓
練
、
関
係
者

　

建
物
等
が
被
害
を
受
け
て
い
る
と
き

は
、
罹
災
証
明
書
の
申
請
に
行
く
前

に
、
被
害
状
況
の
証
拠
写
真
を
撮
影
し

て
お
く
こ
と
を
推
奨
し
ま
す
。
そ
の
後

の
被
害
認
定
に
大
い
に
役
立
ち
ま
す
。

た
だ
し
、
危
険
箇
所
な
ど
へ
は
絶
対
に

立
ち
入
ら
な
い
よ
う
に
し
、
安
全
を
確

保
し
て
く
だ
さ
い
。

　

罹
災
証
明
書
の
申
請
は
原
則
と
し
て

市
区
町
村
窓
口
に
て
行
な
い
ま
す
が
、

電
子
申
請
も
可
能
で
す
。
現
在
は
、
交

付
を
早
期
化
す
る
た
め
、
被
害
認
定
調

査
の
簡
素
化
や
人
的
支
援
が
行
な
わ
れ

て
い
ま
す
。

企
業
向
け
の
主
な
支
援
措
置

●
中
小
企
業
特
定
施
設
等
災
害
復
旧
費

補
助
金︵
な
り
わ
い
再
建
支
援
事
業
︶

令
和
６
年
能
登
半
島
地
震
に
よ
る
災

害
か
ら
の
中
小
・
小
規
模
事
業
者
の
事

業
再
開
を
後
押
し
す
る
た
め
に
、「
中

小
企
業
特
定
施
設
等
災
害
復
旧
費
補
助

金
（
な
り
わ
い
再
建
支
援
事
業
）」
が

設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

被
災
地
で
あ
る
石
川
県
、
富
山
県
、

福
井
県
、
新
潟
県
（
以
下
、「
被
災
４

県
」）
の
被
災
事
業
者
が
行
な
う
施
設
・

設
備
等
の
復
旧
費
用
の
補
助
（
補
助
率

は
最
大
４
分
の
３
、
最
大
15
億
円
﹇
石

川
県
﹈
ま
た
は
３
億
円
﹇
富
山
県
、
福

井
県
、
新
潟
県
﹈）、
事
業
再
開
、
継
続

と
の
調
整
な
ら
び
に
Ｂ
Ｃ
Ｐ
等
の
実
効

性
の
検
証
な
ど
へ
の
取
組
み
を
検
討
し

た
い
と
こ
ろ
で
す
。

　

日
本
は
地
震
な
ど
自
然
災
害
の
多
い

国
で
す
。
被
災
時
の
特
例
措
置
な
ど
の

情
報
収
集
に
も
、
常
日
頃
か
ら
関
心
を

払
う
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。

被
災
時
に

必
要
と
な
る
も
の
と
は

　

被
災
者
が
支
援
を
受
け
る
際
に
必
要

と
な
る
の
が
「
罹
災
証
明
書
」
で
す
。

に
向
け
た
支
援
で
す
。

　

今
回
の
震
災
に
よ
る
被
害
だ
け
で
は

な
く
、
近
年
の
他
の
災
害
で
も
被
害
を

受
け
て
い
た
事
業
者
（
以
下
、「
多
重

被
災
事
業
者
」）
だ
っ
た
場
合
は
、
一

定
の
要
件
は
あ
り
ま
す
が
、
一
部
定
額

補
助
（
石
川
県
は
最
大
５
億
円
、
富
山

県
、
福
井
県
、
新
潟
県
は
最
大
１
億

円
）
と
な
り
ま
す
。

●
小
規
模
事
業
者
持
続
化
補
助
金

商
工
会
議
所
の
「
小
規
模
事
業
者
持

続
化
補
助
金
」
に
災
害
支
援
枠
が
創
設

さ
れ
て
い
ま
す
。
災
害
支
援
枠
で
は
、

能
登
半
島
地
震
に
よ
る
被
災
４
県
の
小

規
模
事
業
者
等
が
行
な
う
販
路
開
拓
に

係
る
費
用
が
補
助
（
補
助
率
は
３
分
の

２
、
最
大
２
０
０
万
円
）
さ
れ
ま
す
。

多
重
被
災
事
業
者
の
場
合
は
、
一
定
の

要
件
の
も
と
、
一
部
定
額
補
助
と
な
り

ま
す
。

●
災
害
救
助
法

能
登
半
島
地
震
で
は
被
災
し
た
４
県

に
災
害
救
助
法
が
適
用
さ
れ
て
い
ま

す
。
災
害
救
助
法
が
適
用
さ
れ
る
と
、

日
本
政
策
金
融
公
庫
、
信
用
保
証
協

会
、
中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
、
地
方

経
済
産
業
局
な
ど
に
特
別
相
談
窓
口
が

設
置
さ
れ
、
資
金
繰
り
を
は
じ
め
、
被

災
事
業
者
ご
と
の
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
た

各
種
支
援
措
置
の
提
案
や
案
内
が
行
な

わ
れ
ま
す
。

大規模な災害により被災するなどして事業の継続が
困難な状況にある中小企業者等に対して、事業の再
開および継続を支援する措置が講じられています。
その主だったものを紹介します。

被災時に
企業や従業員が
利用できる

補助金・助成金等には
何があるか

林　由希
ラクシュミー社会保険労務士事務所　所長
社会保険労務士
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な
い

・�

風
評
被
害
に
よ
り
、
観
光
客
が
減
少

し
た

・�

施
設
、
設
備
等
の
修
理
業
者
の
手
配

や
修
理
部
品
の
調
達
が
困
難
で
、
早

期
の
修
復
が
不
可
能

と
い
っ
た
場
合
は
、
経
済
上
の
理
由
に

あ
た
り
、
助
成
対
象
と
な
り
ま
す
。
つ

ま
り
、
被
災
に
よ
っ
て
ど
の
よ
う
な
売

上
や
事
業
活
動
へ
の
打
撃
が
あ
っ
た
か

を
申
し
出
れ
ば
、
雇
用
調
整
助
成
金
が

利
用
で
き
る
と
い
う
こ
と
で
す
。

　

今
回
は
、
表
の
よ
う
な
特
例
措
置
が

図
ら
れ
て
い
ま
す
が
、
コ
ロ
ナ
禍
で
多

く
の
事
業
所
が
利
用
し
た
際
の
雇
用
調

整
助
成
金
と
は
異
な
る
と
こ
ろ
も
あ
り

ま
す
。

　

た
と
え
ば
、
コ
ロ
ナ
禍
で
は
、
緊
急

雇
用
安
定
助
成
金
と
し
て
、
雇
用
保
険

被
保
険
者
で
は
な
い
人
も
対
象
労
働
者

と
さ
れ
ま
し
た
が
、
今
回
は
、
雇
用
保

険
被
保
険
者
の
み
が
対
象
と
さ
れ
て
い

ま
す
（
令
和
６
年
３
月
５
日
現
在
）。

　

ま
た
、
計
画
届
の
提
出
が
必
要
で

す
。
３
月
31
日
ま
で
は
事
後
提
出
が
認

め
ら
れ
て
い
ま
す
の
で
、
申
請
書
と
一

緒
に
提
出
し
て
も
構
い
ま
せ
ん
。
た
だ

し
、
４
月
以
降
の
休
業
に
関
し
て
は
、

事
後
提
出
が
認
め
ら
れ
な
い
の
で
、
注

意
し
て
く
だ
さ
い
。

　

今
回
の
地
震
に
よ
り
、
事
業
所
が
事

助
成
す
る
も
の
で
す
。

　

地
震
に
よ
る
直
接
的
な
被
害
そ
の
も

の
は
経
済
上
の
理
由
に
あ
た
り
ま
せ
ん

が
、
た
と
え
ば
、

・�

取
引
先
の
地
震
被
害
の
た
め
、
原
材

料
や
商
品
等
の
取
引
が
で
き
な
い

・�

交
通
手
段
の
途
絶
に
よ
り
、
来
客
が

な
い
、
労
働
者
が
出
勤
で
き
な
い
、

物
品
の
配
送
が
で
き
な
い

・�

電
気
・
水
道
・
ガ
ス
等
の
供
給
停
止

や
通
信
の
途
絶
に
よ
り
、
営
業
で
き

●
雇
用
調
整
助
成
金

　

昨
年
ま
で
の
コ
ロ
ナ
禍
の
と
き
と
同

様
に
、
雇
用
調
整
助
成
金
の
特
例
措
置

が
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

雇
用
調
整
助
成
金
は
、
経
済
上
の
理

由
に
よ
り
、
事
業
活
動
の
縮
小
を
余
儀

な
く
さ
れ
た
事
業
主
が
、
労
働
者
に
対

し
て
一
時
的
に
休
業
、
教
育
訓
練
（
以

下
、「
休
業
等
」）
ま
た
は
出
向
を
行
な

い
、
労
働
者
の
雇
用
維
持
を
図
っ
た
場

合
に
、
休
業
手
当
、
賃
金
等
の
一
部
を

業
休
止
ま
た
は
廃
止
し
た
た
め
、
休
業

を
余
儀
な
く
さ
れ
た
事
業
主
も
多
い
と

思
い
ま
す
。
事
業
休
止
し
て
い
る
場

合
、
労
働
者
に
賃
金
（
休
業
手
当
を
含

む
）
を
支
払
う
こ
と
が
で
き
る
場
合
と

で
き
な
い
場
合
と
で
利
用
で
き
る
制
度

が
異
な
る
の
で
、
確
認
し
て
お
き
ま
し

ょ
う
。

　

災
害
に
よ
り
事
業
所
の
施
設
・
設
備

に
直
接
的
な
被
害
を
受
け
、
そ
の
結

果
、
労
働
者
を
休
業
さ
せ
る
場
合
は
、

休
業
の
原
因
が
事
業
主
が
通
常
の
経
営

者
と
し
て
最
大
の
注
意
を
尽
く
し
て
も

な
お
避
け
ら
れ
る
こ
と
の
で
き
な
い
事

故
に
該
当
す
る
と
考
え
ら
れ
る
と
き

は
、
休
業
手
当
の
支
払
い
義
務
の
あ
る

休
業
に
は
該
当
し
な
い
、
と
さ
れ
て
い

ま
す
。

　

そ
の
た
め
、
被
災
事
業
所
の
多
く

は
、
休
業
手
当
の
支
払
い
義
務
は
な
い

と
考
え
ら
れ
ま
す
（
厚
生
労
働
省
「
令

和
６
年
能
登
半
島
地
震
に
伴
う
労
働
基

準
法
や
労
働
契
約
法
等
に
関
す
る
Ｑ
＆

Ａ
」）。

個
人
・
労
働
者
向
け
の

主
な
支
援
措
置

●�

自
然
災
害
に
よ
る
被
災
者
の
債
務
整

理
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

　

被
災
者
が
抱
え
る
住
宅
ロ
ー
ン
等
の

免
除
・
減
額
を
含
む
債
権
整
理
を
円
滑

■令和６年能登半島地震に係る雇用調整助成金の特例措置

出所：「第203回職業安定分科会資料」（令和6年１月19日）より作成

通常制度 令和6年能登半島地震の特例措置

要
領
事
項

対象事業主 経済上の理由により事業活動を縮
小した全国の事業主

令和6年能登半島地震に伴う経済
上の理由により事業活動を縮小した
全国の事業主（対象期間初日：令
和6年１月１日～令和6年6月30日）

生産指標
要件

最近3か月間の月平均値が前年同
期比10%以上低下
※事業所設置後１年未満は対象外

最近3か月→最近１か月10%以上
低下
※事業所設置後１年未満も対象

雇用量要件
最近3か月間の月平均値が前年同期
と比べ一定規模以上増加していない
こと

撤廃

計画届 事前の提出が必要
計画届の提出日が令和6年3月31日
までの間である場合は、事前に提出
されたものとみなす

残業相殺 所定外労働があった場合、休業等の
実績から相当分を差し引く

4県について撤廃
※新潟県、富山県、石川県、福井県

省
令
事
項

支給日数 １年100日、3年150日 3年150日を適用しない
4県について１年300日

対象労働者 雇入れ後6か月未満は対象外 雇入れ後6か月未満も対象

クーリング
要件

過去に雇用調整助成金の支給を受
けた対象期間満了の日の翌日から起
算して１年を超えていること

撤廃

助成率 大企業１／2、中小企業2／3
4県の事業所が実施する休業、訓
練、出向について、大企業2／3、中
小企業4／5

対象となる
休業の規模

大企業１／15以上、
中小企業１／20以上

4県について
大企業１／30以上、中小企業１／
40以上
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給
に
も
影
響
が
出
る
場
合
が
あ
り
ま
す

の
で
、
利
用
に
あ
た
っ
て
は
慎
重
に
検

討
す
る
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。

　

ま
た
、
被
災
前
に
離
職
し
て
い
た
人

に
も
特
例
が
あ
り
ま
す
。
失
業
給
付
を

受
給
中
だ
っ
た
人
が
、
被
災
に
よ
り
失

業
認
定
日
に
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
行
け
な

か
っ
た
場
合
は
、
失
業
認
定
日
の
変
更

が
で
き
ま
す
。

　

ま
た
、
失
業
給
付
の
認
定
は
居
住
地

を
管
轄
す
る
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
手
続
き

を
し
な
く
て
は
い
け
ま
せ
ん
が
、
特
例

に
よ
り
、
そ
の
他
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で

も
手
続
き
が
可
能
で
す
。

　

離
職
理
由
に
よ
り
給
付
制
限
（
自
己

都
合
退
職
に
よ
り
２
か
月
の
給
付
制
限

等
）
に
な
っ
て
い
る
人
は
、
給
付
制
限

期
間
が
１
か
月
に
短
縮
さ
れ
て
い
ま

す
。
避
難
所
の
近
く
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

へ
相
談
し
て
く
だ
さ
い
。

支
援
措
置
の

活
用
ポ
イ
ン
ト

　

主
な
支
援
措
置
を
紹
介
し
ま
し
た

が
、
各
々
の
詳
細
は
、
内
閣
府
防
災
情

報
の
ペ
ー
ジ
や
経
済
産
業
省
、
厚
生
労

働
省
、
自
治
体
な
ど
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

で
確
認
で
き
ま
す
。

　

支
援
措
置
の
特
設
ペ
ー
ジ
な
ど
も
す

ぐ
に
立
ち
上
が
り
ま
す
の
で
、
探
し
や

す
い
は
ず
で
す
。

困
難
と
な
っ
た
被
災
者
の
方
へ
」）。

●
雇
用
保
険
の
基
本
手
当
の
特
例
措
置

　

勤
務
先
が
被
災
し
、
事
業
主
か
ら
賃

金
（
休
業
手
当
を
含
む
）
が
支
給
さ
れ

な
い
と
き
は
、
実
際
に
離
職
し
て
い
な

い
ケ
ー
ス
ま
た
は
再
雇
用
す
る
約
束
で

一
時
的
に
離
職
し
た
よ
う
な
ケ
ー
ス
で

あ
っ
て
も
、
労
働
者
は
失
業
給
付
（
雇

用
保
険
の
基
本
手
当
）
を
受
給
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

　

被
災
地
域
外
で
雇
用
さ
れ
て
い
る
人

で
あ
っ
て
も
、
就
業
場
所
（
店
舗
、
建

設
現
場
、
派
遣
先
な
ど
）
が
被
災
地
域

内
の
場
合
は
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

た
だ
し
、
こ
の
制
度
を
利
用
し
て
失

業
給
付
を
受
け
た
人
は
、
休
業
ま
た
は

一
時
離
職
（
以
下
、「
休
業
等
」）
が
終

了
し
て
、
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
を

取
得
し
て
も
、
当
該
休
業
等
の
前
の
雇

用
保
険
被
保
険
者
期
間
は
通
算
さ
れ
ま

せ
ん
。

　

こ
の
た
め
、
こ
の
制
度
を
利
用
後
、

早
期
に
元
の
事
業
所
か
ら
離
職
し
た
場

合
は
、
受
給
資
格
（
被
保
険
者
期
間
12

か
月
以
上
、
倒
産
、
解
雇
等
の
場
合
は

６
か
月
以
上
）
を
満
た
せ
ず
、
失
業
給

付
を
受
け
ら
れ
な
い
場
合
や
、「
高
年

齢
雇
用
継
続
給
付
」（
被
保
険
者
期
間

５
年
以
上
必
要
）
や
「
育
児
休
業
給

付
」「
介
護
休
業
給
付
」（
い
ず
れ
も
被

保
険
者
期
間
が
１
年
以
上
必
要
）
の
受

に
行
な
う
た
め
に
、「
自
然
災
害
に
よ

る
被
災
者
の
債
務
整
理
に
関
す
る
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
」
が
利
用
で
き
ま
す
。

　

自
然
災
害
の
影
響
に
よ
っ
て
、
住
宅

ロ
ー
ン
等
を
借
り
て
い
る
個
人
や
事
業

性
ロ
ー
ン
を
借
り
て
い
る
個
人
事
業
主

が
、
既
往
債
務
を
抱
え
た
ま
ま
で
は
、

再
ス
タ
ー
ト
に
向
け
て
困
難
に
直
面
す

る
等
の
問
題
が
生
じ
る
こ
と
が
考
え
ら

れ
ま
す
。

　

同
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、「
自
然
災
害

に
よ
る
被
災
者
の
債
務
整
理
に
関
す
る

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
研
究
会
」
が
設
置
さ
れ

た
平
成
27
年
９
月
２
日
以
降
に
災
害
救

助
法
（
昭
和
22
年
法
律
１
１
８
号
）
の

適
用
を
受
け
た
自
然
災
害
の
影
響
を
被

っ
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
住
宅
ロ
ー
ン
、

住
宅
の
リ
フ
ォ
ー
ム
ロ
ー
ン
や
事
業
性

ロ
ー
ン
等
の
既
往
債
務
を
弁
済
で
き
な

く
な
っ
た
個
人
の
債
務
者
で
あ
っ
て
、

破
産
手
続
等
の
法
的
倒
産
手
続
き
の
要

件
に
該
当
す
る
債
務
者
に
つ
い
て
、
法

的
倒
産
手
続
き
に
よ
ら
ず
に
債
権
者
と

債
務
者
の
合
意
に
も
と
づ
き
債
務
整
理

を
行
な
う
際
の
準
則
と
し
て
取
り
ま
と

め
ら
れ
た
も
の
で
す
。

　

令
和
６
年
能
登
半
島
地
震
の
被
災
者

の
場
合
は
、
令
和
８
年
12
月
31
日
ま
で

は
特
定
調
停
申
立
書
手
数
料
が
免
除
さ

れ
て
い
ま
す
（
法
務
省
「
令
和
６
年
能

登
半
島
地
震
に
よ
り
借
金
等
の
返
済
が

　

企
業
と
し
て
は
、
情
報
通
信
機
器
の

復
旧
を
最
優
先
事
項
と
し
、
で
き
る
だ

け
早
く
情
報
と
繋
が
る
こ
と
が
で
き
れ

ば
、
復
興
・
復
旧
に
向
か
っ
て
す
ぐ
に

動
き
出
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

平
時
か
ら
準
備
す
べ
き
こ
と
と
し
て

は
、
自
治
体
の
公
式
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
の
登
録

や
X
（
旧
T
w
i
t
t
e
r
）
の
フ
ォ

ロ
ー
を
し
て
お
く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

必
要
な
情
報
を
漏
ら
す
こ
と
な
く
常
時

手
に
入
れ
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

と
は
い
え
、
支
援
措
置
は
多
岐
に
わ

た
り
、
ど
の
制
度
や
補
助
金
・
助
成
金

が
利
用
で
き
る
の
か
、
判
断
す
る
の
は

難
し
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

　

有
事
の
際
に
は
、
人
は
混
乱
す
る
も

の
で
す
。
平
時
の
よ
う
に
判
断
で
き
な

い
と
い
う
前
提
で
、
相
談
で
き
る
専
門

家
と
の
つ
な
が
り
を
持
っ
て
お
く
こ
と

も
重
要
で
す
。
各
種
支
援
措
置
の
補
助

金
や
助
成
金
等
の
手
続
き
に
は
煩
雑
な

も
の
も
あ
り
ま
す
。
煩
雑
な
手
続
き
等

を
強
み
に
す
る
専
門
家
へ
相
談
す
る
こ

と
も
検
討
に
値
す
る
で
し
ょ
う
。

　

自
社
に
と
っ
て
最
善
か
つ
最
大
の
支

援
措
置
を
利
用
し
、
１
日
も
早
く
事
業

を
継
続
で
き
る
状
態
へ
戻
せ
る
よ
う

に
、
企
業
の
実
務
担
当
者
は
、
今
回
の

地
震
を
自
分
事
と
し
て
捉
え
て
、
Ｂ
Ｃ

Ｐ
策
定
に
取
り
組
ん
で
い
た
だ
き
た
い

と
思
い
ま
す
。　
　
　
　
　
　
　
　

は
や
し
　
ゆ
き　
ラ
ク
シ
ュ
ミ
ー
社
会
保
険
労
務
士
事
務
所
所
長
。「
成
長
」
と
「
働
き
が
い
」
と
を
共
に

実
現
す
る
た
め
の
企
業
支
援
を
行
な
う
。
共
著
に『
社
会
保
険
労
務
士
の
世
界
が
よ
く
わ
か
る
本
』が
あ
る
。
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